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地方分権を推進する三位一体の改革の実現
提案・要望先 内閣府・総務省・財務省

提案・要望の要旨
国から地方への税源移譲の確実な実施と地方税制の見直し

地方の自主性の拡大につながる国庫補助負担金の改革

地方交付税が果たすべき役割の確保

現状と問題点

【現 状】
本県は、全国的に景気が回復基調にある中でも、有効求人倍率が全国平均

を大きく下回って推移しているなど、厳しい経済状況にあり、税収も依然と
して低迷を続けています。
このような中にあって、今後 年間に パーセントの確率で発生すると予

想される南海地震や少子・高齢社会の進行、社会資本の整備の遅れなど、
様々な行政課題への対応が求められていますが、その主な財源としては、国
庫補助負担金や地方交付税に頼らざるを得ない財政構造になっています。

有効求人倍率の推移

【問題点】
三位一体の改革は、地方財政の自主性を高め、住民のニーズに見合った行

政を進めていく上で、高知県としても、本来、歓迎すべきものと考えていま
すが、平成 年度に地方交付税等の大幅削減がなされた結果、平成 年度の
当初予算は、 億円もの収支不足に陥り、平成 年度の当初予算も、依然
として 億円の収支不足となっています。さらには、国民健康保険の都道
府県調整交付金の導入などにより、特に財政力の弱い当県では、改革の本来
の趣旨に反して、財政上の制約が増大している状況にあります。



これまでの取り組み状況と今後の課題

【取り組み状況】
当県では、平成 年度以降、 次にわたる財政構造改革に取り組み、 年

前の平成 年度当初予算では、収支均衡をほぼ達成していました。また、平
成 年度からは、南海地震対策など四つの重要課題に対応することに併せ、
知事部局の職員数を今後 年間で パーセント削減するなどとした経営方針
に基づき、選択と断念による徹底した行財政改革を進めています。
加えて、地方交付税等の大幅削減を受けた平成 年度には、さらに 財政

危機への対応指針 を策定し、人件費の抑制や、事務事業の抜本的な見直し
を進めています。
このような結果、平成 年度の予算は、 年連続のマイナスとなり、平成
年度に比べると、全国で最大の パーセントの削減になっています。

（図 ）

【今後の課題】
平成 年度の地方交付税等の大幅な削減以来、基金の大幅な取り崩しや、

財政健全化債の発行など、緊急的な措置で対応していますが、このままで
は、平成 年度以降の予算編成の見通しが立たないだけでなく、財政再建団
体への転落も想定されるなど、公的経済に大きく依存した当県の県民の生活
や地域経済に著しい影響を与えることが大いに懸念されます。（図 ）

また、今後 年間で パーセントの確率で発生すると予測される南海地震
や少子・高齢社会への対応など、重要課題に的確に応えるためにも、自立に
向けた改革の推進とそれを裏付ける財政基盤の確立のための、地方税財源の
確保が欠かせません。（図 ）

提案・要望の具体的内容、参考図表等

国から地方への税源移譲の確実な実施と地方税制の見直し
平成 年度までの、地方の声を反映した 兆円規模の税源移譲を確実に実
施すること。
個人住民税の ％比例税率化に当たっては、適切な負担調整を講じるこ
と。
税源の地域偏在が小さくなるような地方税の制度改正を速やかに実施する
とともに、平成 年度以降の改革における消費税から地方消費税への税源
移譲など、安定的な税源を確保するための検討を進めること。



地方の自主性の拡大につながる国庫補助負担金の改革
国庫補助負担金の改革は、地方の自主性の拡大につながるものとすること
が基本である。改革案の作成に当たっては、単なるスリム化や国の関与が
残る交付金化などといった本来の改革の趣旨を逸脱したものにさせないよ
うにするとともに、地方の意見を尊重するものとすること。
生活保護費や児童扶養手当に関する国の負担率の引き下げは、国の責任を
放棄し、地方に負担を転嫁させるだけの内容であり、絶対に認められるも
のでないこと。

地方交付税が果たすべき役割の確保
地方交付税による財源保障の機能は、国が法令等によって義務付けている
事務事業や、標準的な行政サービスを地方が担っていく上で不可欠なもの
であり、現在の地方自治の制度の根幹をなすものであることから、当然確
保すべきものであること。
地方財政の運営の実態を踏まえ、一般行政経費の乖離の解消をさらに進め
るとともに、適切な行政サービスが維持できるよう、必要な地方交付税の
総額を確保すること。
中期地方財政ビジョンを地方の参加の下に策定し、地方財政を予見可能な
ものとするとともに、地方交付税の法定率の引き上げなど、地方交付税の
制度の原則に沿った運用を行うこと。
景気回復の遅れや、税源移譲に伴う財政力格差の拡大に配慮し、財政力の
弱い地方団体に対しては、地方交付税の財源保障、財政調整を強化して対
応すること。
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